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分節政治理論における市民的人間型
細　井　　　保
本稿は，2013年10月に開催された，第38回法政大
学大学院まちづくり都市政策セミナーの分科会「政
策論から見た『市民社会』の思想史」での報告原稿
をもとにした論攷である。同セミナーは，公共政策
系大学院がまだ一般的ではなかった1970年代よりつ
づくセミナーであり，こうした大学院の理念を先駆
的にかかげていたといえよう。筆者の報告は，30年
以上にわたって続くセミナーの理論的支柱ともいえ
る市民政治理論における市民の定義をあらためてふ
りかえるものであった。
報告では，松下圭一「「市民」的人間型の現代的
可能性」『現代政治の条件』中央公論社，1969年の
内容を主にふり返ったが，本稿では，その後，分節
政治理論へと結実する理論における市民の定義を
も，あわせてしめした。くわえて註においてハー
バーマス『公共性の構造転換』やリーデル『市民社
会の概念史』などによる補足をこころみた１。
市民政治理論において市民は「私的・公的自治活
動をなしうる自発的人間型」として設定される２。
その際，市民は「歴史的実体」としてではなく，む
しろ「民主主義の前提をなす個人の政治的資質」す
なわち「市民性というエートス」あるいは徳性とし
て理解される。市民はかつての歴史的実体から切断
されて「政治理念としての普遍的エートス」となる。
歴史的実体としては，たしかに市民的人間型は，
ヨーロッパ都市とキリスト教という「特定体制にお
ける支配層の封鎖的身分倫理」であった３。しかし
ながら，そこで「自治と平等すなわち共和原理」を
確立したがゆえに，この人間型は普遍的意義を有す
るにいたる。すなわち「ヨーロッパ都市は，城壁と
公共広場に象徴されるように，都市誓約にもとづく
市民会議，理事者公選，市民裁判所をそなえた共和
的自治の伝統を支配層内に形成していった」。つい
で「キリスト教は，その起源においてのみならずこ
とにその近代化過程において，個人の普遍性と内面
性の論理を準備していった」のである。
市民はたしかに西洋的形象であったが，それは
「工業を背景とする民主主義の普遍的精神」となり，
くわえて「人間的全体性の現代的形姿」として位置
づけられ，意義を有する。こうして普遍的な原理を
形成し準備していったことにより，市民的伝統は，
17・18世紀の「啓蒙哲学」ないし「市民社会理論」
へと結晶していくのである４。市民の特殊西洋性に
もかかわらず，今日，市民的人間型は「普遍的な人
間型理念」となり，市民社会理論はⅠ「政治国家に
対立ないし自立する経済社会」とⅡ「自由・平等で
理性的な個人の自発的結合ないし予定調和」という
構成をもつにいたる５。
個人のⅠ「経済的自立性」とⅡ「政治的自立性」
を基礎前提として，（ａ）「教養と余暇の拡大」によ
る「社交性」の拡大と（ｂ）「自由・平等という生
活感情の醸成」という「市民感覚」の形成が，市民
的徳性として提起される６。またこのような市民的
徳性の大量的成熟を可能とする社会学的条件として
「工業の拡充と民主主義の展開による伝統的階層の
崩壊と生活水準の上昇」および「都市的生活様式の
拡大にともなう情報の知的選択の可能性の増大」が
あげられる。
その後この市民社会理論は，19世紀から20世紀前
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半にかけて，二つの問題点に逢着してきた。まず第
一に「資本主義的疎外」であり，第二に「大衆社会
的疎外」である７。19世紀以来，資本主義的疎外に
たいして「社会主義」の挑戦がなされ，「労働者階
級の政治的進出」がはかられた。ついで20世紀には
いると，大衆社会的疎外という問題状況が「テクノ
ロジーの発達」とともに加速していく。工業化と民
主化の成熟にともなう人間型としての市民にたいし
て，資本主義的疎外と大衆社会的疎外という二つの
問題点が交錯してくるのである。こうして，20世紀
の半ばにかけて，とくに「大衆民主主義という前提
のもとでの市民的人間型の形成」が問題となってく
る。
社会主義の挑戦にたいして市民政治理論は，市民
的自発性を「労働者階級の主体的エートス」とする
ことによって対応する８。その際，労働者階級の存
在形態が「19世紀的・後進国的条件」と「20世紀的・
先進国的条件」とでは形態的に異なっていることが
指摘され，後者の条件こそが「労働者階級の市民的
自発性の前提」として機能するのである。同条件に
おいて「階級意識」は「貧困をバネとすること」か
ら「市民的自発性をバネとするもの」へと変化する。
窮乏化説と異なり「先進資本主義国において政治的
に成熟してきた労働者階級は，国民の中核階級とし
て，市民的自由の擁護・拡充の指導階級として位置
づけられてくる」。
本稿でとりあげている市民政治理論の特徴とし
て，社会主義理論もまた「プロレタリアートを主体
とする，万人の「市民社会」の建設」を意図してい
た，と強調する点があげられる９。ここではマルク
スも市民社会理論の正統の後継者として位置づけら
れる。共産主義社会では「各個人の自由な発展が，
すべての人々の自由な発展にとっての条件である」
という『共産党宣言』でしめされる考え方に，市民
社会理論とおなじ「個人と社会の予定調和」の発想
をみいだすのである。「マルクスの社会主義も，プ
ロレタリアートによる生産力の民主的管理（生産手
段の私的所有の廃止）を経済的基盤とする「市民社
会」の実現であった」。それは「国家にたいする社
会」の，あるいは「権力にたいする自由」の勝利を
めざすものであり，こうした図式はまさしく「啓蒙
哲学的な「市民社会」の理論」があざやかにえがき
だしていたものとされる。19世紀の社会主義理論は
「階級という特殊」と「市民社会という普遍」，ある
いは「階級という現実」と「市民社会という理念」
の緊張のなかで思考してきたのである。
なおここで20世紀前半のファシズム化の経験をふ
まえて，労働者階級の市民的自発性を保障する制度
として「形式民主主義」を確保することが課題とし
てあげられる。ファシズムの洗礼をうけたことによ
り，かつては「ブルジョワ民主主義」として「形式
的」なるがゆえに軽視されていた形式民主主義は，
「形式的」なるがゆえに逆に重要視されなければな
らなかった。
20世紀にはいると先進国的条件と形式民主主義の
定着により労働者階級は「その市民的自発性を国民
的規模で成熟させることが可能となった」。もちろ
んこれが資本主義体制内部でなされるため「労働者
階級はマルクス的意味において解放されたのでは
けっしてない」ことも言及される。まず第一に「資
本の公共的蓄積と計画的投下が政治的に可能になら
ないかぎり，私的蓄積という〈搾取〉は継続する」。
ついで第二に「生産過程における労働者のイニシア
ティヴが排除されている」。第三に「余暇生活まで
も資本主義的収奪・操作過程としてあらわれ」，こ
れに「大衆社会的疎外」が加わってくる。にもかか
わらず，先進国的条件や形式民主主義は，市民的自
発性が成熟するための基本条件であった。資本主義
的，大衆社会的二重の疎外過程の内部で「市民の古
典的原型を再生する現代的条件を検討すること」こ
そが目指される10。
工業化と民主化が進展する20世紀的状況のもと
で，市民の階層的前提として「労働者階級」ついで
「その上層をなす新中間層」が中核として設定され
るが，工業化が貫徹することにより，工業先発諸国
において，注目すべき「市民的自発性の政治的条件
の変化」が生じる。すなわち工業力の増大は「政治
テクノロジーの飛躍的発達」それも「集権的形態に
おける発達」を技術必然的に促進していったのであ
る。政治テクノロジーの発達は，権力装置の「物理
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的破壊力・機動力」を増大したことはもちろん「組
織技術」をも質的に変化させた。とくに「官僚機構
の肥大」と「マスコミの成立」は「大衆操作」の技
術的条件を準備し，大衆社会的疎外を加速させてい
く。こうして20世紀の半ばに「政治テクノロジーの
発達による全体国家化の危機ないし民主主義の形骸
化に対決してゆく特殊現代的戦略を構築する必要」
が，他方における「国民生産力の強化・国民生活の
保障」とともに，市民政治理論の不可欠の課題とし
て提起される11。
市民政治理論は，まず「市民的自発性の城壁とし
ての市民的自由」をⅠ「権力からの自由」とⅡ「権
力への自由」として設定することによって，大衆社
会的疎外に対決しようとする12。Ⅰの権力からの自
由は，（ａ）「個人が自由に行動しうる政治空間を一
定のルールによって外的抑圧から保障」すること，
すなわち「法治原理」，（ｂ）「この空間における個
人の自治を実現」すること，すなわち「個人自治」，
（ｃ）「この空間が侵されたときには個人が抵抗しう
る権利を留保」すること，すなわち「抵抗権」とし
て具体化され，Ⅱの権力への自由は，「政治空間の
保障の政治的制度化への参加」すなわち「参政権」
として具体化される。その際，市民的自由は第一義
的には「権力からの自由」であり，ことに「権力へ
の抵抗」がその中軸となるのである。ついで大衆社
会的疎外にあらがう「市民的自由の保障の今日的戦
略」として，市民レベルでの一「大衆組織の自発性
の拡大と情報源の多元化による批判力の増大」すな
わち「結社・言論の自由」，二「地域・職場におけ
る自治の拡大」，三「政策・政党選択への参加」が
しめされる。
ここで，市民的自由の20世紀的条件の構築という
戦略的理論をすぐれて展開したものとして，ラスキ
を中心とする多元的政治理論が参照される。同理論
は「アソシエイション（自由な集団）」を基礎概念
として構成したが，このアソシエイションは「現代
的疎外に対する抵抗観念」として評価される。
以上の戦略にくわえて，官僚機構の肥大に抗する
ために「市民感覚」と「専門訓練」をどのように均
衡させるかという問題もあわせて提起される。「専
門訓練の尖鋭化が専門集団の官僚機構化をともなう
ため，市民感覚を培養するための市民的政治訓練
が，日常レベル，政治レベルではもちろん，ついで
学校レベルでも必要となる」。20世紀的・先進国的
条件をもたらす「工業社会への移行」は「市民的自
発性を増大させる今日的前提」でもあるが，同時に
「権力からの心理的距離感の増大，職業的専門意識
の肥大によって，現代的政治的無関心の条件として
も機能する」13。この「パラドクスのゆえに，ます
ます市民的政治訓練が重要となる」のである。
さらに市民感覚を培養するための市民的政治訓練
は「現代における人間の全体性形成の要求」にこた
えるための唯一の方法でもあった。20世紀以降，人
間の全体性は「全能のファウスト的人間型」あるい
は「全体感覚に陶酔するロマン的人間型」の追求で
はなく，「専門化しながらもまたそれゆえに逆に市
民的教養の普遍性をもった市民的人間型」の追求と
して，はじめて現実的要請となるうるのであった14。
ではこうして設定された市民的人間型が身につけ
るべきエートス，もしくは「市民に要請される力
量・品性」とは，具体的に何であろうか。分節政治
理論においてこれは，Ⅰ「状況対応能力」，Ⅱ「意
見調整能力」，Ⅲ「政策・制度能力」としてまとめ
られる15。このⅠⅡⅢが広くいきわたったとき市民
文化が成熟するのである。
まずⅠ「状況対応能力」であるが，これは「既成
現実がかたちづくる固定観念を流動化して，裸の目
で状況全体を操作する能力」である。現実をかたち
づくる政府，政策・制度，理論を「可変性ないし選
択制をもつプラグマティックな仮構」とみなし，こ
れを動かしていくという「状況自体へのリアリズ
ム」をもつべきであるとされる。ついでⅡ「意見調
整能力」であるが，これは「意見相互のあいだで政
策・制度についての合意ないし多数決をめざした調
整」をはかる能力である。というのも「すべての市
民が個人意見をもつとき，この意見の類型化がすす
むため，かならず党派がうまれる」。党派の成立の
結果，当然「好悪それに教条をこえた寛容」が要請
されるとともに，この意見調整能力が不可欠とな
る。Ⅲの「政策・制度能力」とは，政策・制度を「構
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想」する能力はもちろん，決定にもちこむ「手続」
力，くわえて決定の実現をはかる「執行」力をふく
む。いわゆる「知ったかぶりの無責任」とは，この
「手続」「執行」をめぐる手法習熟の欠如であり，「手
続」「執行」をふまえない「構想」はつねにアイデ
アどまりで，不毛でさえあった。
以上の三能力に「討論・演説という説得のレト
リックの訓練」がつけくわわるが，こうした諸能力
の習熟には，なによりも「市民活動の経験蓄積」が
不可欠となる16。なぜならば「誰もが，直接間接に，
自分の経験のない事態については認識すら不可能だ
からである」。「批判・参画という参加型の政治経験」
が「文化ないし慣習」として蓄積されなければなら
ない。この市民活動の政治経験をへて諸能力が定着
したとき「市民の智慧」がうまれる。さらにこの智
慧が「コモン・センス」として市民間に共有され，
世代から世代へと相伝されるとき「自治・共和型の
市民文化」が成熟するのである。
なお20世紀はじめのドイツでウェーバーは「情
熱，洞察力，責任意識」を，政治家に期待される資
質としてあげたが，分節政治理論において「この資
質は政治家に固有の資質ではなく市民一般にのぞま
れる資質そのものである」とされる17。したがって
ウェーバーが政治家にこの資質を要求したことは，
政治家に「市民たれ」といったにすぎず，分節政治
理論からすると政治家がまず市民でなければならな
いのは当然であった。このように，分節政治理論の
要求水準は高いともいえる。なぜならば，一方では
たしかに政治家に市民たれといっているにすぎない
かもしれないが，逆に市民に政治家たれといってい
ることにもなるからである。
以上見てきたように，市民政治理論ないし分節政
治理論は，なぜ市民的人間型は普遍的たりうるの
か，という問にたいして，同人間型は，実体として
はたしかに封鎖的身分倫理であったかもしれない
が，そこにしめされた価値は普遍性を有する，と主
張するのである。しかしながら，歴史的実体性や具
体性を有さない抽象的な市民的人間型はそもそも定
着可能なのか。あるいは，人間の経済的行為を所与
の前提として考慮することなく，期待概念としての
市民のみを論ずることは妥当なのか18。所与が批判
的に考察の対象とならないかぎり，論じられる市民
は労働・所有・交換にもとづく人間型にとどまり，
贈与にもとづく社会関係の可能性などは当然ながら
展望されえない。市民政治理論は，19世紀に社会主
義，20世紀の前半より大衆社会が提起してきた問題
に逢着してきたが，くわえて20世紀の第４四半期以
降，エコロジー，フェミニズム，多文化主義からの
問題提起にも直面していて，これらへの応答をせま
られている。
もちろん，相互に自由で平等で独立した理性的な
個人が自発的に構成する社会において，各人の生
命・自由・財産といった固有権（property）をより
良く維持していく，という市民的価値を，一旦受容
するならば，こうした期待概念を掲げ，その実現を
はかっていくということは当然のことである。ただ
しある価値を受容するということは，他の価値を傷
つけたり，棄てるということにもなりうるのであっ
て，この点に自覚的であるということも必要なので
あろう。特定の人間型を政治の前提とすることは，
その型から外れる人間を政治の考慮外におくことに
もなりかねない。そもそも多様な問題提起はこの点
を指摘しているともいえる。
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が，いまや市民社会を規定する」。それは「自由そのも
のを普遍的人権として市民社会に導入し，したがって
ヨーロッパ市民層の政治的解放をヨーロッパの歴史と哲
学の連続性から正当化することによって新しい言い廻し
を提供し，旧来の言語使用のもつ限界を乗り越えてい
る」（前掲訳書，65頁以下）。
５　松下，前掲書，214頁。
	 　国家に対立ないし自立する社会というとらえ方は，
リーデルによると一九世紀初頭に始まる新しいとらえ方
であった。しかもこのとらえ方が強い規定力をもったの
はむしろ自由主義の伝統のうすいドイツであった。イギ
リスやフランスのような西ヨーロッパの諸国においては
「古くからの源泉に由来する自由主義による〔社会〕解
放運動が政治的に成功をおさめ，理論においても実践に
おいても市民社会と国家とは伝統的に同一視され，それ
が姿を変えながら繰り返されたからである。英語の〈シ
ヴィル・ソサエティcivil	 society〉やフランス語の〈ソ
シエテ・シヴィル société	civile〉は依然として政治社会
と同義語であった」。もともと「ギリシア語＝ラテン語
の伝統をひく古い用法では，〈市民〉社会ということで，
つねに《政治 politische》社会が理解され」，支配団体と
しての市民共同体とその公的＝政治的組織の双方を含意
していた。「市民社会は政治的支配形式つまり《国家
Staat》と同意見ないし同義語であり」，両術語とも同一
の概念を表していたとリーデルは定式化する。「これに
たいして，新しい用法では，〈市民社会〉と〈国家〉と
はまさしく相対立するものとされる。そこでは〔市民社
会という〕術語の用法は支配＝組織形式の欠如ないし否
定によって定義される。〈市民社会〉はいまや市民たる
私的所有権者からなる社会，つまり人間による人間にた
いする政治的支配にかえて，（人格および所有権の自由
という原理により）物にたいする経済的支配だけがなお
承認されるような社会という，脱国家的脱政治的な領域
だけを指している」（リーデル，前掲訳書，11頁以下）。
リーデルのこうした見方とは対照的に本稿で紹介してい
る分節政治理論においては，国家を国レベルの政府つま
り機構とみなし，政治を市民政府と市民社会の関係とし
てとらえていったのが先発西欧系の理論であり，国家を
社会をも包括する団体とみなし，市民社会を国家によっ
て克服すべき対象ととらえていったのが後発中欧系の理
論であった。つまりリーデルにおいては，先発西欧にお
いて国家は市民社会とひとしく，後発中欧において国家
は市民社会と対立するのにたいして，分節政治理論にお
いては，むしろ前者において国家と市民社会は区別さ
れ，後者において市民社会は国家に飲み込まれるのであ
る。本稿では立ち入らなかったが，これはさらなる考察
を要する興味深い論点であると思われる。
６　前掲書，215頁。
７　同右。
８　前掲書，220頁。
９　前掲書，221頁。
	 　この解釈についても，リーデルは異なる見解を有して
いる。『共産党宣言』における「各個人の自由な発展が，
すべての人々の自由な発展にとっての条件である」とい
う考え方は，リーデルによると「協同のモデル」であり
「これは市民的自由主義的な，契約の並列関係モデルと
は正反対の着想」であった（リーデル，前掲訳書，95頁
以下）。労働者階級の解放で始まろうとする国家のない
未来の社会主義的社会あるいは共産主義的社会のモデル
として用いられているのは，階級社会またはブルジョワ
社会を克服し，これを人類の前史へと追いやるべき「協
同のモデル」であった。マルクスの，各個人の自由な発
展がすべての人々の自由な発展にとっての条件である，
という要求は，「自立した諸個人の同格という自由主義
的契約図式」を「社会の連合図式」によってとってかえ
るものであった。リーデルいわく「このきまり文句のも
つ難点は，自由主義的構想の掲げる要求を取り入れ，市
民社会の解放史を最後まで記しているが，「自立した」
諸個人の規範体系を「連合した」諸個人の規範体系と媒
介することがなかった点にある」。互いに競合しあうこ
れら両方の社会モデルを，どのようにして媒介すること
ができるのかは未解決であった（前掲訳書，115頁）。こ
のようにここでも分節政治理論とリーデルの見方は異な
り，前者が契約モデルの延長線上にマルクスの考え方を
位置づけるのにたいして，後者はマルクスの着想を正反
対の協同モデルとして理解する。こうした見解の相違は
いくつかの論点を提起するように思われる。試みにあげ
ると，経済関係が交換にもとづくものでなくなったと
き，自立した諸個人の規範体系は，なお交換を原型とし
たものでありうるのか。もしくは自立した諸個人の規範
体系はどこまでも経済関係に規定されるものなのか。経
済関係をそのままに，自立した諸個人の規範体系を変え
ることはできるのか。あるいは経済における交換を原型
としつつある理念が結実したとき，その理念の実現にあ
たって，もとの経済関係の変革にいたるようなことはあ
りうるのか，などである。
10　松下，前掲書，228頁。
11　前掲書，216頁以下。
	 　本稿で紹介している『現代政治の条件』は1960年代ま
での論攷をあつめたものであるが，ほぼ同じ時期にハー
バーマスもまた大衆社会的疎外を前にいかにして公共性
という観点から市民文化を再生するのかを，ドイツにお
いて考えていたといえる。ハーバーマスによると，大衆
社会および大衆民主政治の成立とともに，巨大な企業・
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団体，政党といった「国家装置との共働のなかで部内的
に権力行使と権力均衡を運営する諸機関」は，上からマ
ス・メディアを駆使することによって，従属化された公
衆の同意あるいは黙認を調達しようとする。「公共的論
議」「支配権の立法的創立」「支配権行使の批判的監視」
は失われ，批判にかわって操作が登場し，大衆の意識は
操られる（ユルゲン・ハーバーマス著，細谷貞雄，山田
正行訳『公共性の構造転換』未來社，1994年，233頁）。
マス・メディアは一方では遙かに巨大な射程と影響力を
もつようになるが「以前には新聞は，公衆として集合す
る私人たちの議論を仲介し助勢することができるだけで
あったのに，今や公衆の論議は逆にマス・メディアに
よってはじめて形成されることになる」（前掲訳書，二
五七頁）。しかしながらこうした「意見造形事業」によっ
て作りだされた合意にはそもそも合理性が欠け，「知的
批判」は「ムード的順応」に席をゆずってしまうのであ
る（前掲訳書，264頁）。
12　松下，前掲書，217頁。
13　前掲書，219頁。
	 　ハーバーマスもまたつぎのように述べていた。大衆が
「国家にたいして取っている態度は，主として政治的参
与という態度ではなく，社会保障を期待するが，なにか
の決定を本腰で貫徹しようとするわけではない漠然とし
た要求姿勢である。国家との接触は，主として行政の分
野で，それも窓口でおこなわれる。それは非政治的な接
触であり，「身勝手な無関心さ」をもっている。福祉国
家では，なによりも管理と配分と保障がおこなわれる
が，このような国家では，たえず行政行為に包摂される
国民の「政治的関心」は，主として職種別に拘束された
要求項目に限定されてしまう。そしてかれらはこれらの
要求の効果的代弁を，大組織に委託することになる。そ
れ以上に各自の投票のイニシアティヴに残されているよ
うにみえる事柄は，投票として組織された選挙のために
各政党の管理下に組み入れられる」。選挙への関心も，
そもそも各政党の本格的情宣活動によって定期的に造成
されるものにすぎなくなり，選挙戦はもとよりあった政
治的な意見間の論争から自然に起こるものではもはやな
くなる（ハーバーマス，前掲訳書，279頁）。しかも日常
的に討論をつうじた公論の形成からもっとも遠ざかって
いる人々ほど，選挙工作者たちの影響をもっとも受けや
すく，こうした人々の関心は，示威的もしくは操作的に
造成される。どの政党も啓蒙活動によってではなく，非
政治的な消費者的態度への迎合によって極力票を汲み上
げようと試みるのである。操作は公論ではなく「拍手喝
采の気風」「ムード的意見の気風」をもたらす。宣伝は，
意見と意識ではなく，下意識に働きかける（前掲訳書，
282頁以下）。ここから公共性の再生をめざしてハーバー
マスは『公共性の構造転換』の結論部分で「組織内的公
共性」の必要性を提起し（前掲訳書，333頁以下），その
後，思弁的なコミュニケーション的行為論へと向かうの
にたいして，本稿で紹介している分節政治理論へといた
る系譜は，1970年代に公準としてのシビル・ミニマムを
設定した後，1980年代にプラグマティックな市民文化論
を展開していく。
14　カントが『啓蒙とは何か』のなかでしめした理性の
「私的」使用と「公的」使用についての考え方は「専門
訓練」と「市民感覚」を対比させるのに参考になると思
われるので以下に引用した。カントは，啓蒙を成就する
には理性をあらゆる点で公的に使用する自由が必要であ
る，と述べる。そのうえで「自分の理性を公的に使用す
ることは，いつでも自由でなければならない，これに反
して自分の理性を私的に使用することは，時として著し
く制限されてよい，そうしたからとて啓蒙の進歩はかく
べつ妨げられるものでない」と，理性の二つの使い方を
対比させる。「理性の公的使用」というのは「ある人が
学者として，一般の読者全体の前で彼自身の理性を使用
することを指している」。また「理性の私的使用」とい
うのは「公民として或る地位もしくは公職に任ぜられて
いる人」が「その立場においてのみ彼自身の理性を使用
する」仕方なのである。くわえてカントは以下のような
興味深い対比をおこなっている。「ところで公共体の利
害関係を旨とする多くの事業においては，その公共体を
構成する人達のうちの若干に，あくまで受動的な態度を
強要するようなある種の機制を必要とする。それは政府
が，この人達を諸種の公的目的と人為的に一致せしめる
ためであり，或いは少なくともこれらの目的を転覆させ
ないためである。こういう場合には，議論はもとより許
されていない，ただ服従あるのみである。しかしかかる
機構の受動的部分を成す者でも，自分を同時に全公共体
の一員─それどころか世界公民的社会の一員と見なす場
合には，従ってまた本来の意味における公衆一般に向
かって，著書や論文を通じて自説を主張する学者の資格
においては，論議することはいっこうに差し支えないの
である，そうしたからとて，彼が他方で受動的成員とし
て加わっているところの事業には，いささかも損害を与
えることがないからである」（カント著，篠田英雄訳『啓
蒙とは何か』岩波書店，1950年，10頁以下）。１世紀を
へて大衆デモクラシーが所与となり，こうした対比から
理性の諸原理にもとづく人権といった契機が強調されな
くなると，ウェーバーがしめした以下のような「官僚」
と「政治家」の対比となる。官僚は，その本来の職分か
らいって，憤りも偏見もなく非党派的に「行政」職務を
執行すべきであり「政治」をおこなってはならない。「闘
争は，指導者であれその部下であれ，およそ政治家であ
る以上，不断にそして必然的におこなわざるをえない。
しかし官吏はこれに巻き込まれてはならない。党派制，
闘争，激情─つまり憤りと偏見─は政治家の，そしてと
りわけ政治指導者の本領だからである。政治指導者の行
為は官吏とはまったく別の，それこそ正反対の責任の原
則の下に立っている。官吏にとっては，自分の上級官庁
が，─自分の意見具申にもかかわらず─自分には間違っ
ていると思われる命令に固執する場合，それを命令者の
責任において誠実かつ正確に─あたかもそれが彼自身の
信念に合致しているかのように─執行できることが名誉
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分節政治理論における市民的人間型
である。このような意味における倫理的規律と自己否定
がなければ，全機構が崩壊してしまうであろう。これに
反して，政治指導者，したがって国政指導者の名誉は，
自分の行為の責任を自分一人で負うところにあり，この
責任を拒否したり転嫁したりすることはできないし，ま
た許されない。官吏として倫理的にきわめて優れた人間
は，政治家には向かない人間，とくに政治的な意味で無
責任な人間であり，この政治的無責任という意味では，
道徳的に劣った政治家である」。ウェーバーによると「官
僚政治」とは，こうした人間がいつまでも指導的地位に
ついていて後を絶たない状態のことをさすのであった
（マックス・ウェーバー著，脇圭平訳『職業としての政
治』岩波書店，2010年，40頁以下）。
15　松下圭一「組織・制御としての政治」『現代政治の基
礎理論』東京大学出版会，1995年，31頁。
	 　本稿では，大衆社会的問題状況のなかにも市民政治の
可能性をみいだし，この可能性を自治・分権化，多元・
重層化へと結実させていく分節政治理論自体については
立ち入った紹介をしなかったが，同理論の詳細について
は前掲書，35頁以下を参照せよ。
16　前掲書，32頁。
	 　なお「横議」「横行」「横結」を，近代日本におけるこ
うした経験蓄積の源流とみなすことができるかもしれな
い。以下に長くなるが参考までに1960年代に著された藤
田省三「維新の精神」の内容を引用した。外国船渡来を
契機として，幕末，日本国中が海防策の論議に熱中する
にいたったが「論議の沸騰は，その内容とは無関係に，
幕藩体制を揺るがす一つのファクターとなった。何故な
らば，その議論の筋が百分千裂の模様を呈したからであ
る。「百論沸騰」し「処士横議」の状態がここに生まれた。
幕府による「国論の統一」はハカナク消えた。「統一的
海防策」が崩れて様々の勝手な「海防策」が噴出した」。
これはコミュニケーション様式の大きな変革をもたら
す。「口々に勝手な理屈をこね廻し始めた時，幕藩体制
がよって立つ意見の流通体系は崩壊する。上役へ上役へ
と意見を吸い上げて，藩主と藩中枢役人の決定を通じて
のみ，隣の者に伝わっていく，といういわば頂点を同じ
くする無数の三角形の形をもったコミュニケーション様
式は，ものどもが勝手に口をきき始めた時解体した。当
時，その勝手な論議は全国的となったから，右の三角形
を更に大きな三角形へと統合していた幕藩体制の意見体
系もまた，それにつれて解体した。「処士横議」の禁は
哀れにも「高札」のみとなった。実際には横断的議論は
普通のこととなっていた。だがそうした傾向はそこに止
まったのではない。他のあらゆる場合と同じく，横への
議論
4 4
の展開は横への行動
4 4
の展開を伴う。「横議」の発生
は「横行」の発生をもたらした。藩の境界を踏み破って
全国を「横行」するものが増大していった」。この横行
はさらに横結をもたらす。「かくして「身分」によるこ
となく「志」のみによって相互に判断し結集する「志士」
が生まれ，それは紆余曲折を経ながらも，ネイション・
ワイドの連絡を曲がりなりにも
4 4 4 4 4 4 4
作ることとなった。旧社
会の体内に新国家の核が生まれたのである。維新の政治
4 4
的一側面
4 4 4 4
はこの時誕生したと言ってもよい」。志士たち
は「身分」「格式」「門閥」の原理を取っ払い，封建の範
囲を越えて自らの選択によって行動し「志」による結合
の原理を打ち樹てていった。この場合，横の連結はもは
や士族の間の連結に止まることは出来ないはずであっ
た。「むろん，維新における横の結合は，すでに従来言
われて来たように，下層武士以下の民衆に広がる面にお
いて弱かった。しかし，それへの傾向は右の事実に象徴
されているように，まぎれもなく各処において進行して
いたのである。それなしには「四民平等」のスローガン
が出て来ることはありえなかったはずである。「志」す
なわちイデーこそは一切の身分に対して平等に働く」。
百論沸騰し，処士の横議，浪士の横行，志士の横断的連
結が出現した。「横断的議論」と「横断的行動」と「地
位によらずして志によって相集まる横断的連帯」つまり
「横議」「横行」「横結」の発展こそが維新をもたらした
のである。そうして「今日，「横」の討論と「横」の行
動形態と「横」の連帯とを達成せんとするならば，我々
は何をなすべきであろうか」というのが藤田省三「維新
の精神」の問題提起であった（藤田省三『維新の精神』
みすず書房，1975年，３頁以下）。もっとも藤田は1960
年代以降，都市型社会の成熟などは拒絶し，逆にそこに
文明の終末をみて窮乏化説的ともいえる発想から文明の
再生を示唆していく。
17　松下，前掲書，33頁。
	 　ウェーバーの問いもまた「古代エジプト国家の土民の
ように，力なくあの隷従に順応せざる」をえない大衆社
会的疎外をもたらす「官僚制化が間断なく前進する基本
的事実」を前に「将来の政治的組織形態」をいかに問う
のかというところにあった。問い方は三つあった。一つ
は，人権の時代からの獲得物を維持するために「官僚制
化の強大な傾向に直面して，なんらかの
4 4 4 4 4
意味での「個人
主義的な」活動の僅かに残った自由をすこしでも
4 4 4 4 4
救い出
す」方途を問うことであった。だがウェーバーの関心は
この問題にはなかった。二つ目が「国家
4 4
官僚層の不可欠
の増大，したがってまたその権力的地位の増大という事
態に直面して，ますます重要性を高めつつあるこの階層
の異常に大きな力を制限し，これを有効に統制できる勢
力が存在するなんらかの
4 4 4 4 4
保証は，どうすれば与えられる
か」を民主主義の可能性として問うことであった。しか
しながらこの問いもウェーバーはとくに扱うわけではな
かった。ウェーバーにとっては第三の「官僚制そのもの
が果たしえない
4 4
ものを考察することからでてくる問い」
こそがもっとも重要な問いであった。すなわち政治家が
もつべき「指導的
4 4 4
精神なるもの」こそが論じられなけれ
ばならなかったのである（マックス・ヴェーバー著，中
村貞二・山田高生・脇圭平・嘉目克彦共訳『政治論
集　２』みすず書房，1982年，364頁）。ここからウェー
バーが指導者民主制に可能性をみいだしていくのにたい
して，本稿でとりあげている分節政治理論は，ウェー
バーが関心をはらわなかった第一と第二の問いを中心に
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政治的組織形態を構想し，自治・分権化および多元・重
層化への途をしめすのである。
18　そもそも市民社会概念をさかのぼると，起点のアリス
トテレスにおいて，この概念の前提には三つの使い分け
があったことをリーデルは指摘する。すなわち第一は都
市と家との区別である。「かかる組織には，本来的に政
治的なものと家政的なものの領域との対立が固着してお
り，これがポリスとオイコスを相互に分化させる」。こ
の対立は第二の区別に対応している。つまり「自由人
（《市民》）と非自由人（〈非市民〉，外人など）という身
分によるポリス住民の分類」である。「市民社会の発生，
つまり《前市民的》共同形式Gesellungsformen からポ
リスへの移行は，個人の保持と個人の生活上の欲求や必
要の充足がすでに確保されていることを前提にしてい
る。かかる個人的欲求の充足は，近代的観念とは異なり，
アリストテレスにとっては市民社会ではなく《家》共同
体Gesellschaft の義務である」。オイコスは，すべての
市民に共通のもの，ポリスという公的なものから排除さ
れた私的なものの領域として，現れる。「市民は，《国家》
と同視される市民社会の成員として，《家》という私的
領域に属するのではなく，逆に，《私的なもの》を支配
しつつ，家の主人として労働と経済的生産の領域から解
放されているからこそ，市民でありうるのである」。第
三の区別は，実力にのみ依拠する家政的な支配と自由人
による自由人にたいする市民的な支配の知識に関するも
ので，アリストテレスにおいて「すべての《家政的》な
知識は，生活を維持していくうえで必要なものとされる
だけで，全体として《偶然的》であり《無価値》」であっ
た。「生活に必要な手段を《支配する》ためには，《家政
的》な支配だけで十分であり，それには何ら特殊な知識
を要しないのである─《政治的》（＝市民的）な支配へ
の関与はこれとは逆で，市民たるものはこの支配という
ものをつねに《理解》していなければならない」（リー
デル，前掲訳書，16頁以下）。
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